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法科大学院設置計画履行状況調査の結果等について
（平成１８年度）

１．調査の目的等

設置計画履行状況調査（以下 「 」という ）は、各法科大学院の教育水準の維、 。アフターケア

持・向上及びその主体的な改善・充実に資することを目的として、文部科学省令（※１参照）

及び告示（※２参照）に基づき、文部科学省が、設置認可後、当該認可時における留意事項
（設置基準の要件は満たしているが、一層の改善・充実が必要と認められた事項）、学生の入

学状況、教育課程の編成・運営状況、教員組織の整備状況その他の設置計画の履行状況につい

て、各法科大学院から報告を求め、書面、面接又は実地により調査するものである。

なお、文部科学大臣は、公私立大学の設備、授業その他の事項について、法令の規定に違反

していると認めるときは、学校教育法第１５条に基づき、改善勧告や変更命令などの是正措置
を講ずることができることとされており、是正措置の発動に当たり必要があれば、当該大学等

に対して報告又は資料の提出を求めることも可能である。国立大学についても同様に、法令違

反等の状況が判明した場合には、国立大学法人法に基づき、是正措置要求などの措置を講ずる

ことができることとされている。

アフターケアの本来の目的は、設置計画の履行状況を調査することであるが、仮に調査の過
程で法令への適合性に疑義が生じた場合には、大学設置・学校法人審議会としてこれを指摘し、

文部科学大臣の判断により、これらの是正措置等を段階的に講ずることもあり得る。

２．実施体制及び実施方法
大学設置・学校法人審議会大学設置分科会では、アフターケアについて、運営委員会の下に

「設置計画履行状況等調査委員会」を設置し、所要の調査審議を行っているが、法科大学院に

ついては、新たな法曹養成の中核を担うものであるという制度の特質を踏まえ、特に専門的な

調査審議を行う必要があることから、従来から 「法科大学院特別審査会 （ ）に付託し、、 」 別紙１

調査に当たっている。
法科大学院特別審査会では、今年度もこれまでと同様に、全ての法科大学院（ ）７４大学

（別紙２）を対象として、書面調査を実施した。書面調査は、各法科大学院から「履行状況報

告書」及びこれを裏付ける詳細な「補足説明資料」の提出を求め、これらの資料に基づき行っ

た。

また、書面調査の結果、追加の説明聴取が必要と判断した法科大学院（ ）に対し、１２大学
面接調査を実施した。

さらに、法科大学院については特に、制度の重要性にかんがみ、学年進行が完成する年度

（以下 「完成年度」という ）までに全ての法科大学院の実地調査を実施するとの方針をとっ、 。

ており、今年度は、開設後これまでに実地調査を実施していなかった法科大学院（ ）４２大学

に加え、書面調査の結果、実地による調査を要すると判断した法科大学院（ ）に対し、８大学
実地調査を実施した。

３．総合所見
全体的に見れば、各法科大学院において、それぞれが設定した理念・目的を実現するために、

教育課程の質的充実・改善を軸に、設置計画に沿った種々の創意工夫ある取組が継続的に行わ

れているとともに、付すこととした留意事項も減少（平成１７年度：４４大学、１１２項目→

平成１８年度：４１大学、７３項目）した。特に今年度は、平成１６年度開設の法科大学院
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（ ）が完成年度を迎えるが、その大部分は、開設以降の経験を踏まえ、教育内容・方６８大学

法等の改善・充実に向けて、着実に進展していると評価することができる。
ただし、項目別所見で指摘するとおり、学生の入学状況、教育課程の編成・運営状況、成績

評価の状況、教員組織の整備状況などについて、一部に課題を残している法科大学院がある。

中でも、ファカルティ・ディベロップメント（授業内容及び方法の改善を図るための組織的な

研修及び研究）（以下、「 」という。）については、多くの法科大学院がその改善・充実にＦＤ

向けさらなる努力を要する状況にある。

各法科大学院には、今年度の留意事項を踏まえ、設置計画の確実かつ円滑な履行に努めてい
くことはもとより、学生のニーズ等にも的確に対応しつつ、法科大学院にふさわしい教育水準

の確保と向上のため、より一層の創意工夫を期待したい。

今年度の調査結果を踏まえて留意事項を付した法科大学院は、 のとおりである。別紙３

４．項目別所見
調査項目ごとにその全般的な状況を示すと、以下のとおりである。

( ) 学生の入学状況1
今年度も、入学定員との関係で入学状況に課題のある法科大学院が見られた。入学者数が

入学定員を大きく下回っている法科大学院（ ）がある一方で、大きく上回っている５大学

法科大学院（ ）が見られ、また、超過の割合は大きくないものの、開設後連続して入６大学

学定員を上回っている法科大学院（ ）も見られた。さらに、法科大学院は、多様な１３大学

バックグラウンドを有する人材を多数法曹に受け入れる観点から、入学者に占める法学系以
外の学部出身者や社会人等の割合が３割以上となるよう努めるものとされているが、当初に

比べて全体的にその占める率が減少傾向を示しており、今年度は３割を下回る法科大学院

（ ）があった。６大学

定員管理については、少人数教育や双方向・多方向授業の実施など、法曹養成を担う教育

機関として求められる教育水準を確保するため、特に厳格な対応を求めたい。
また、各法科大学院の志願者の状況は未だ流動的であるが、法科大学院における多様性確

保のためにも、入学者選抜方法等の一層の改善・工夫に努めてもらいたい。

( ) 教育課程の編成・運営状況2
各法科大学院において、おおむね設置計画どおりに編成・運営されている。また、実地調

査を実施した法科大学院では、その入学定員規模にかかわらず、概して少人数教育によるき
め細かい履修指導体制がとられており、授業に対する学生の満足度も総じて高い状況であっ

た。

ただし、法科大学院によっては、以下のような課題も見られた。これらの課題の多くは、

昨年度の調査結果においても指摘したところである。

① 法律基本科目、法律実務基礎科目、基礎法学・隣接科目、展開・先端科目の各科目群
の適切な区分・整理。

② 法学未修者の受入が多い法科大学院では、特に、双方向的・多方向的な手法による充

実した教育をどのように実施するのかなど、運営面の改善・工夫。

③ 大規模な法科大学院における一科目の履修学生数の制限、適切なクラス分け、同一科

目の教員間の授業内容・方法、教材の利用等に関する綿密な打ち合わせ。
なお、これまでも指摘したとおり、法律基本科目に関して、正課外に特別の講座を開いて

答案練習的な訓練を実施している法科大学院が見受けられる。正課外については学生の自主

的学習に委ねるのが法科大学院の本旨であることを再確認するとともに、新司法試験対策に

偏することなく、本来の教育課程に沿った運営が強く望まれるところである。

同時に、基礎法学・隣接科目や展開・先端科目の履修など、幅広い知見を修得させるため
の工夫・努力が一段と求められる。
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なお、平成１６年度開設の法科大学院においては、完成年度を迎え、教育課程の再編成等

の検討が行われつつあるが、これらの再編成等に当たっては、法科大学院制度の理念・目的
及び各法科大学院が設定した目的・理念を十分に踏まえるべきである。

(3) 成績評価及び修了認定の状況

各法科大学院では、各授業科目の成績評価に当たり、定期試験の結果を主たる評価の対象

としながら、授業への出席状況、質疑応答など授業態度、課題の提出状況その他の日常の学

生の授業への取組と成果を評価するなど、各授業科目の多元的な成績評価に加え、あらかじ
め学生に各年次終了時に望まれる到達度を明示し、その水準に達していない場合にはその段

階以降の授業科目の履修を認めないこととしている法科大学院が多数である。

成績評価の状況については、全ての法科大学院に対し、成績評価の結果・成績分布状況等

の提出を求めた。これらの資料を検討すると、授業科目間での成績分布にばらつきが見られ、

このような状況を是正するために、特に、①客観的・統一的な基準の明確化、②学生に対す
る成績評価基準の事前提示、③成績評価基準の厳格な運用、④学生に対する成績評価の結

果・成績分布状況の告知、⑤異議申立制度の整備などの面で、一層の工夫・改善を要する法

科大学院が少なからず見受けられた。成績評価と関連して、ごく一部ではあるが、進級制の

採用またはこれに代わる措置の整備が図られていない法科大学院もある。

法科大学院は、昨年度初の修了者（法学既修者）を輩出し、今年度は、多くの法科大学院
において、法学未修者についても初の修了認定が行われることとなる。

厳格な成績評価・修了認定は法科大学院制度の根幹であり、後述するＦＤへの取組とあわ

せて、教員間で十分な共通理解を確立し、組織的な取組を一層強化・充実していくことが強

く求められる。

(4) 教員の組織及び教育研究体制の整備状況

設置計画に沿って、実務家教員の確保を含め、おおむね整備・補充が図られている。ただ

し、専任教員の平均年齢が著しく高い法科大学院や年齢構成に著しい偏りのある法科大学院

が依然若干数あり、早期の対応が待たれる。

また、教員の教育負担面への配慮の方策や、教育効果を勘案したクラス規模の縮小など、
中・長期的な視点からの教員組織の整備・充実を図っていくことも必要と思われる。

( ) ＦＤへの取組状況5
大多数の法科大学院でＦＤに関する各種委員会（会議）等が設置され、組織の整備が図ら

れている。ただし、昨年度も指摘したように、教育内容・方法等の改善・充実（例えば、双
方向・多方向授業の工夫、同一分野の授業科目間の連携、科目ごとの予復習時間の適切な確

保など）について、取組が必ずしも十分でない状況も見られ、一層実効性のある活動や組織

的な取組が求められる。また、教員間には、授業に取り組む姿勢や意識に依然格差があり、

専任教員だけでなく、兼任・兼担教員を含め、教員相互の授業参観を制度化するなど、教員

の意識の啓発をはじめ、ＦＤの今後一層の充実が期待される。こうしたＦＤの取組は、理論
的教育を担う教員と実務家教員との協調体制を確立する上でも極めて重要である。

なお、ＦＤの一環として、学生による授業評価アンケートはほぼ例外なく実施されており、

その結果を組織的に分析し、教員相互に情報を共有するとともに、授業の改善策を公表する

など積極的な取組を行っているところも見られる。しかし一方では、アンケートの実施時期

や回収率などの基本的な面で課題が残っている法科大学院や、また、アンケート結果への対
応を個々の教員の判断に委ねるにとどめているため、教員間で対応に差が生じるなど、なお

組織的な取組が十分ではないところも見られる。実施方法に加え、その結果を学生や教員に

効果的にフィードバックするなどの工夫も望まれる。

ＦＤは、成績評価の基準・方法や、自己点検・評価への取組などとも直結する中心的な取

組のひとつであり、なお一層の充実を求めたい。
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(6) 施設・設備等の整備状況
施設・設備は、設置計画に沿って順次整備が進められている。全法科大学院が専用施設

（講義室、演習室、自習室、図書室、教員研究室、非常勤講師室など）を有し、ほとんどの

法科大学院において、パソコンやデータベースの利用などの環境面にも配慮しており、自習

室や図書室の利用時間の拡張などの工夫も施されている。

また、修了者に対しても、新司法試験受験までの支援の一環として、図書室や自習室の利

用などに関して配慮するなど、積極的な対応を検討している法科大学院もある。

５．今後の取組
前述のとおり、平成１６年度開設の法科大学院（ ）は今年度が完成年度となるが、６８大学

今回のアフターケアで留意事項を付した法科大学院に対しては、来年度も引き続き、当該留意

事項への対応状況について書面による報告を求め、さらに必要な場合には、実地調査又は面接

調査を実施することとし、各法科大学院における留意事項の改善を促進していく方針である。

また、全ての法科大学院が受けることを義務付けられている「認証評価」（※３参照）との

有機的な連携が図られるよう、各認証評価機関に対して、本調査の結果を参考資料として送付
することとしている。

※１ 大学の設置等の認可の申請及び届出に係る手続等に関する規則（抄）

（平成１８年３月３１日 文部科学省令第１２号）

第１４条 文部科学大臣は、設置計画及び留意事項の履行の状況を確認するため必要があ

ると認めるときは、認可を受けた者又は届出を行った者に対し、その設置計画及び留意

事項の履行の状況について報告を求め、又は調査を行うことができる。

※２ 文部科学省告示第５０号（抄）

大学院設置基準（昭和４９年文部省令第２８号）第３３条の規定に基づき、新たに大学

院等を設置する場合の教員組織、校舎等の施設及び設備の段階的な整備について次のよう

に定める。

平成１５年３月３１日

（１・２略）
３ 文部科学大臣は、大学院等の設置又は課程の変更を認可した後、当該認可時における

留意事項、授業科目の開設状況、教員組織の整備状況その他の年次計画の履行状況につ

いて報告を求め、必要に応じ、書類、面接又は実地により調査することができるものと

する。

※３ 学校教育法第６９条の３（抄）

（１・２略）

３ 専門職大学院を置く大学にあつては、前項に規定するもののほか、当該専門職大学院

の設置の目的に照らし、当該専門職大学院の教育課程、教員組織その他教育研究活動の
状況について、政令で定める期間ごとに、認証評価を受けるものとする。ただし、当該

専門職大学院の課程に係る分野について認証評価を行う認証評価機関が存在しない場合

、 、その他特別の事由がある場合であつて 文部科学大臣の定める措置を講じているときは

この限りでない。
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 同志社大学大学院司法研究科 教授

宮
みや

　島
じま

　　　司
つかさ

 慶應義塾大学大学院法務研究科 教授

牟
む

　田
た

　哲
てつ

　朗
ろう

 福岡県弁護士会所属

諸
もろ

　石
いし

　光
みつ

　煕
ひろ

 住友化学株式会社特別顧問

山
やま

　口
ぐち

　幹
みき

　生
お

 法務総合研究所総務企画部付

　 由
ゆ

　岐
き

　和
かず

　広
ひろ

 東京弁護士会所属

※　◎、○は法科大学院特別審査会における主査、主査代理。

氏　　　　　名

大学設置・学校法人審議会（大学設置分科会）

（別紙１）

法科大学院特別審査会 委員名簿
平成１９年２月 現在



開設年度 　大　学　院　名  研究科・専攻名  位　置
1 平成１６年度  北海道大学大学院  法学研究科　法律実務専攻 100  北海道
2 平成１６年度  東北大学大学院  法学研究科　総合法制専攻 100  宮城県
3 平成１７年度  筑波大学大学院  ビジネス科学研究科　法曹専攻 40  茨城県
4 平成１６年度  千葉大学大学院  専門法務研究科　法務専攻 50  千葉県
5 平成１６年度  東京大学大学院  法学政治学研究科　法曹養成専攻 300  東京都
6 平成１６年度  一橋大学大学院  法学研究科　法務専攻 100  東京都
7 平成１６年度  横浜国立大学大学院  国際社会科学研究科　法曹実務専攻 50  神奈川県
8 平成１６年度  新潟大学大学院  実務法学研究科　実務法学専攻 60  新潟県
9 平成１６年度  金沢大学大学院  法務研究科　法務専攻 40  石川県

10 平成１７年度  信州大学大学院  法曹法務研究科　法曹法務専攻 40  長野県
11 平成１７年度  静岡大学大学院  法務研究科　法務専攻 30  静岡県
12 平成１６年度  名古屋大学大学院  法学研究科　実務法曹養成専攻 80  愛知県
13 平成１６年度  京都大学大学院  法学研究科　法曹養成専攻 200  京都府
14 平成１６年度  大阪大学大学院  高等司法研究科　法務専攻 100  大阪府
15 平成１６年度  神戸大学大学院  法学研究科　実務法律専攻 100  兵庫県
16 平成１６年度  島根大学大学院  法務研究科　法曹養成専攻 30  島根県
17 平成１６年度  岡山大学大学院  法務研究科　法務専攻 60  岡山県
18 平成１６年度  広島大学大学院  法務研究科　法務専攻 60  広島県

 香川県
 愛媛県

20 平成１６年度  九州大学大学院  法務学府　実務法学専攻 100  福岡県
21 平成１６年度  熊本大学大学院  法曹養成研究科　法曹養成専攻 30  熊本県
22 平成１６年度  鹿児島大学大学院  司法政策研究科　法曹実務専攻 30  鹿児島県
23 平成１６年度  琉球大学大学院  法務研究科　法務専攻 30  沖縄県

小　計 ２３　大学 　 1760

開設年度 　大　学　院　名  研究科・専攻名  位　置
24 平成１６年度  首都大学東京大学院  社会科学研究科  法曹養成専攻 65  東京都
25 平成１６年度  大阪市立大学大学院  法学研究科  法曹養成専攻 75  大阪府

小　計 　２　大学 　 140

開設年度 　大　学　院　名  研究科・専攻名  位　置
26 平成１７年度  北海学園大学大学院  法務研究科　法務専攻 30  北海道
27 平成１６年度  東北学院大学大学院  法務研究科  法実務専攻  50  宮城県
28 平成１６年度  白? 大学大学院  法務研究科　法務専攻 　　　 30  栃木県
29 平成１６年度  大宮法科大学院大学  法務研究科  法務専攻      100  埼玉県
30 平成１６年度  駿河台大学大学院  法務研究科  法曹実務専攻      60  東京都
31 平成１６年度  獨協大学大学院  法務研究科  法曹実務専攻 50  埼玉県
32 平成１６年度  青山学院大学大学院  法務研究科　法務専攻　       60  東京都
33 平成１６年度  学習院大学大学院  法務研究科  法務専攻　　　　  65  東京都
34 平成１６年度  慶應義塾大学大学院  法務研究科  法務専攻　　　　  260  東京都
35 平成１６年度  國學院大学大学院  法務研究科  法務職専攻       50  東京都
36 平成１６年度  駒澤大学大学院  法曹養成研究科  法曹養成専攻   50  東京都
37 平成１６年度  上智大学大学院  法学研究科　法曹養成専攻　　　　　 100  東京都
38 平成１６年度  成蹊大学大学院  法務研究科  法務専攻　　　　　　　　 50  東京都
39 平成１６年度  専修大学大学院  法務研究科　法務専攻 60  東京都
40 平成１６年度  創価大学大学院  法務研究科　法務専攻                 50  東京都
41 平成１６年度  大東文化大学大学院  法務研究科  法務専攻                 50  東京都
42 平成１６年度  中央大学大学院  法務研究科  法務専攻            300  東京都
43 平成１６年度  東海大学大学院  実務法学研究科  実務法律学専攻            50  東京都
44 平成１６年度  東洋大学大学院  法務研究科  法務専攻            50  東京都
45 平成１６年度  日本大学大学院  法務研究科  法務専攻            100  東京都
46 平成１６年度  法政大学大学院  法務研究科  法務専攻            100  東京都
47 平成１６年度  明治大学大学院  法務研究科  法務専攻             200  東京都
48 平成１６年度  明治学院大学大学院  法務職研究科　法務専攻  　　　　 80  東京都
49 平成１６年度  立教大学大学院  法務研究科  法務専攻　　　　　　 70  東京都
50 平成１６年度  早稲田大学大学院  法務研究科  法務専攻　　　　　　 300  東京都
51 平成１６年度  神奈川大学大学院  法務研究科  法務専攻               50  神奈川県
52 平成１６年度  関東学院大学大学院  法務研究科  実務法学専攻　　　　  60  神奈川県
53 平成１６年度  桐蔭横浜大学大学院  法務研究科  法務専攻               70  神奈川県
54 平成１６年度  山梨学院大学大学院  法務研究科  法務専攻　　           40  山梨県
55 平成１６年度  愛知大学大学院  法務研究科  法務専攻　　           40  愛知県
56 平成１７年度  愛知学院大学大学院  法務研究科　法務専攻 35  愛知県
57 平成１６年度  中京大学大学院  法務研究科  法務専攻                30  愛知県
58 平成１６年度  南山大学大学院  法務研究科　法務専攻 　　　　 　　　 50  愛知県
59 平成１６年度  名城大学大学院  法務研究科  法務専攻      　　　　　 50  愛知県
60 平成１６年度  京都産業大学大学院  法務研究科  法務専攻                 60  京都府
61 平成１６年度  同志社大学大学院  司法研究科  法務専攻                150  京都府
62 平成１６年度  立命館大学大学院  法務研究科　法曹養成専攻　　　　　 150  京都府
63 平成１７年度  龍谷大学大学院  法務研究科　法務専攻 60  京都府
64 平成１６年度  大阪学院大学大学院  法務研究科  法務専攻 　     50  大阪府
65 平成１６年度  関西大学大学院  法務研究科  法曹養成専攻    130  大阪府
66 平成１６年度  近畿大学大学院  法務研究科  法務専攻          60  大阪府
67 平成１６年度  関西学院大学大学院  司法研究科　法務専攻 　　 　　 125  兵庫県
68 平成１６年度  甲南大学大学院  法学研究科  法務専攻　　　　　 60  兵庫県
69 平成１６年度  神戸学院大学大学院  実務法学研究科  実務法学専攻      60  兵庫県
70 平成１６年度  姫路獨協大学大学院  法務研究科  法務専攻                  40  兵庫県
71 平成１６年度  広島修道大学大学院  法務研究科  法務専攻               50  広島県
72 平成１６年度  久留米大学大学院  法務研究科  法務専攻               40  福岡県
73 平成１６年度  西南学院大学大学院  法務研究科  法曹養成専攻  　     50  福岡県
74 平成１６年度  福岡大学大学院  法曹実務研究科  法務専攻　 50  福岡県

小　計 ４９　大学 　 3925

合　計 ７４　大学 　 5825

 香川大学・愛媛大学大学院（連合）  香川大学・愛媛大学連合法務研究科　法務専攻 30

入学定員(人)

 人

（別紙２）

 人

法 科 大 学 院 一 覧 （平成１８年度 現在）

19

入学定員(人)

〔国立〕

〔公立〕

〔私立〕

 人

平成１６年度

入学定員(人)

 人



（別紙３）

国公
私 大　学　院　名  研究科・専攻名  開設

年度

1 国立  筑波大学大学院  ビジネス科学研究科
     法曹専攻 17

2 国立  東京大学大学院  法学政治学研究科
 　　法曹養成専攻 16

3 国立  新潟大学大学院  実務法学研究科
     実務法学専攻 16

4 国立  信州大学大学院  法曹法務研究科
 　　法曹法務専攻 17

5 国立  静岡大学大学院  法務研究科
     法務専攻 17

6 国立  京都大学大学院  法学研究科
 　　法曹養成専攻 16

7 国立  大阪大学大学院  高等司法研究科
     法務専攻 16

8 国立  島根大学大学院  法務研究科
 　　法曹養成専攻 16

9 国立  岡山大学大学院  法務研究科
     法務専攻 16

10 国立  九州大学大学院  法務学府
　　 実務法学専攻 16

11 国立  鹿児島大学大学院  司法政策研究科
 　　法曹実務専攻 16

12 公立  大阪市立大学大学院  法学研究科
 　  法曹養成専攻 16

○　教育課程の変更が多いが、学生の教育効果に配慮するとともに、慎重な検討を行った上で
　十分な見通しをもって実施すること。その際、受験生、学生に不利益を及ぼさないよう事前
　に十分な周知を行うこと。
○　法律基本科目の「刑事訴訟法」及び「民事訴訟法」について、７０名が受講しているが、
　５０名が標準とされていることを踏まえ、現状のクラス規模における教育効果を検証し、適
　切な対応をとること。

○　十分な管理運営体制がとられていなかったことにより、担当科目の教員審査を経ていない
　者が授業を行うなどの問題が生じた。設置認可制度の知識・理解の徹底、教員・事務局間の
　緊密な連携、事務処理体制の改善など、管理運営体制を見直すこと。
○　平成１９年度から改正予定の教育課程について、大幅な改正であるが、科目分類などの慎
　重な検討を行うとともに、受験生、学生に不利益を及ぼさないよう事前に十分な周知を行う
　こと。

 

平成１８年度　法科大学院設置計画履行状況調査　留意事項

留　　意　　事　　項

○　法律基本科目の授業について、現在１クラス約７０名の４クラス規模で行われているが、
　５０名が標準とされていることを踏まえ、現状のクラス規模における教育効果を検証し、
　引き続き、適切な対応をとること。

○　法律基本科目に該当する内容の「家族法」が展開・先端科目に分類されているため、当該
　授業科目の科目区分について、さらに検討するとともに、展開・先端科目の位置づけを明確
　にし、適切な内容にすること。
○　授業評価アンケートについて、開設当初より回収率が下がっているが、結果の活用等も含
　め、ファカルティ・ディベロップメント（授業内容及び方法の改善を図るため組織的な研修
　及び研究）の一層の推進に努めること。

○　授業評価アンケートや、自己点検・評価について、その結果の公表及びフィードバックが
　行われていないので、効果的にフィードバックする工夫を含め、ファカルティ・ディベロッ
　プメント（授業内容・方法の改善を図るための組織的な研修及び研究）を充実すること。
○　成績評価について、相対評価により行うこととしているが、科目ごとの成績分布の偏りな
　どから、基準・方法が不明確なものとなっているので、その在り方について検討し、適切に
　改めること。
○　履行状況報告書では再試験は行っていないとされているが、実質的には追試が再試験と同
　様の救済的役割を果たしていると考えられ、また、公法系、民事系、刑事系などの各系ごと
　に課されている修了試験は、その趣旨や位置付けが不明確であるので、進級試験との関係性
　など、その在り方について検討し、適切に改めること。
○　委員会が多数存在しており、実効的な管理運営の点から疑問があるので、管理運営体制に
　ついて再検討するなど、実効的な体制となるよう引き続き努めること。

○　平成１９年度から教育課程等が大幅に変更されるため、教育課程をはじめ、各種の制度の
　見直し・改善の趣旨を教員・学生に周知徹底させ、確実に履行されるよう努めること。

○　法律基本科目の授業について、１クラス７０名近くに及ぶ授業科目が少なくないが、５０
　名が標準とされていることを踏まえ、現状のクラス規模における教育効果を検証し、引き続
　き、適切な対応をとること。

○　一部の教員の担当授業科目数が非常に多くなっているので、教員間の教育負担のバランス
　を取ることはもとより、全体の負担軽減についても一層配慮すること。

○　成績評価について、科目ごとの分布割合の検討なども行うとともに、基準の一層の明確化
　や厳格な実施に努めること。
○　ファカルティ・ディベロップメント（授業内容及び方法の改善を図るための組織的な研修
　及び研究）の実施にあたって、ＦＤ全体会議とＦＤ特別委員会それぞれの役割分担や関係性
　を明確にし、実効的な実施体制を早期に整備すること。また、統計分析や回収率の把握がな
　されていない授業評価アンケートについても、結果の効果的なフィードバックを含め、組織
　的に実施すること。

○　成績評価について、定められている分布割合とのずれがあり、教員間の共通認識が十分に
　とれているか懸念があるので、成績評価基準の一層の明確化に努めるとともに、あらかじめ
　学生にそれを明示する等、適切に運用すること。
○　一部の教員の担当授業科目数が非常に多くなっているので、教員間の教育負担のバランス
　を取ることはもとより、全体の負担軽減についても一層配慮すること。

○　成績評価の基準・方法について、司法政策研究科教授会決定と実際の評価に齟齬があるよ
　うに見えるので、成績評価の基準・方法の明確化について再検討すること。

○　成績評価について、全教員が共通認識をもてる明確な基準がなく、ばらつきも見られるの
　で、ファカルティ・ディベロップメント（授業内容及び方法の改善を図るための組織的な研
　修及び研究）を充実するなど、対策を講じること。
○　授業評価アンケートの実施にあたっては、実施時期を昨年度から変更した結果、回収率が
　大幅に下がっているものも見られるので、学生が提出しやすいように運用の工夫を行うとと
　もに、結果を効果的にフィードバックさせる体制を整備すること。
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国公
私 大　学　院　名  研究科・専攻名  開設

年度

13 私立  北海学園大学大学院  法務研究科
 　　法務専攻 17

14 私立  東北学院大学大学院  法務研究科
 　  法実務専攻 16

15 私立  白? 大学大学院  法務研究科
     法務専攻 16

16 私立  駿河台大学大学院  法務研究科
     法曹実務専攻 16

17 私立  青山学院大学大学院  法務研究科
 　　法務専攻 16

18 私立  慶應義塾大学大学院  法務研究科
 　  法務専攻 16

19 私立  成蹊大学大学院  法務研究科
 　  法務専攻 16

20 私立  専修大学大学院  法務研究科
 　　法務専攻 16 　

21 私立  大東文化大学大学院  法務研究科
 　  法務専攻 16

22 私立  東海大学大学院  実務法学研究科
 　  実務法律学専攻 16

23 私立  東洋大学大学院  法務研究科
 　  法務専攻 16

24 私立  神奈川大学大学院  法務研究科
 　  法務専攻 16

25 私立  関東学院大学大学院  法務研究科
     実務法学専攻 16

26 私立  桐蔭横浜大学大学院  法務研究科
 　  法務専攻 16

27 私立  山梨学院大学大学院  法務研究科
 　　法務専攻 16

28 私立  愛知大学大学院  法務研究科
 　  法務専攻 16

29 私立  愛知学院大学大学院  法務研究科
 　　法務専攻 17

30 私立  中京大学大学院  法務研究科
 　  法務専攻 16

○　専任教員の年齢構成に偏りがあるため、早期に対応するよう、引き続き努めること。
○　シラバスの記載内容と実際の運用に不一致が生じている授業科目があるので、整合性を図
　ること。
○　ファカルティ・ディベロップメント（授業内容及び方法の改善を図るための組織的な研修
　及び研究）については、教員相互の授業参観が計画どおりに行われておらず実施状況が芳し
　くないなど、組織的な実施が不十分であるので、教員の連携を強化するなど、より組織的に
　実施すること。

○　修了要件のうち、選択科目２２単位以上の修得が必要とされているが、基礎法学・隣接科
　目群、展開・先端科目群について、各２単位以上修得すれば足りることとされており、履修
　に偏りが生じる懸念があるので、各科目群の履修に偏りが生じないよう、修了要件の在り方
　について早期に検討すること。

留　　意　　事　　項

○　厳格な成績評価について、多数の科目でガイドラインの割合を超えているなど、十分では
　ないので、厳格な成績評価についてなお一層の改善に努めること。

○　専任教員の年齢構成に偏りがあるため、早期に対応するよう、引き続き努めること。
○　ファカルティ・ディベロップメント（授業内容及び方法の改善を図るための組織的な研修
　及び研究）について、授業評価アンケートの実施時期の変更など、一定の改善がなされてい
　るが、十分な取組とはなっていないので、一層の充実に努めること。

○　休日に実施するプログラムについては、授業の前後の学生の自学自習を妨げる恐れがある
　ため、その在り方について検討すること。

○　専任教員の年齢構成に偏りがあるため、早期に対応するよう、引き続き努めること。
○　授業運営（多方向、双方向授業の工夫など）や教員相互の授業参観の実施について、教員
　間の連携が不十分であるので、授業評価アンケートの活用等を含め、ファカルティ・ディベ
　ロップメント（授業内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究）の一層の充実
　に努めること。

○　専任教員の年齢構成に偏りがあるため、早期に対応するよう、引き続き努めること。
○　学生への質問対応や、教務に関する各種手続きの学生への情報提供が不十分であるので、
　オフィスアワーの実施など学生の学習効果があがるよう十分に配慮するとともに、学生への
　情報提供を適切に行うこと。

○　成績評価の基準・方法を明確にするとともに、シラバスに記載するなど、あらかじめの学
　生への明示に努めること。

○　成績評価については、各教員間でばらつきが生じないように、ファカルティ・ディベロッ
　プメント（授業内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究）を充実するなど、
　対策を講じること。

○　専任教員の年齢構成に偏りがあるため、早期に対応するよう、引き続き努めること。
○　法律基本科目の比重についてさらに改善するとともに、基礎法学・隣接科目の位置付けに
　ついても明確にし、適切な内容とすること。
○　成績評価について、各教員間でのばらつきが見られるので、ファカルティ・ディベロップ
　メント（授業内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究）を充実するなど、対
　策を講じること。

○　専任教員の年齢構成に偏りがあるため、早期に対応するよう、引き続き努めること。
○　自己点検・評価について、今後のスケジュールが策定されているが、実効的な体制を整備
　し、着実に実施すること。
○　履修科目の登録上限単位数は４０単位と設定されているが、３６単位が標準とされている
　ことを踏まえ、その教育効果を検証し、適切な対応をとること。

○　昨年度の本調査結果として付された「授業評価アンケートの実施時期等について工夫する
　こと」との留意事項に対し、教授会の中にＦＤ委員会を設置して検討を行ったり、授業評価
　アンケートの実施時期を変更するなど、一定の改善は見られるが、ファカルティ・ディベ
　ロップメント（授業内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究）の一層の推進
　に努めること。
○　補習で対応している法学未修者への法学基礎教育について、次年度から演習としてカリ
　キュラム内で実施するとのことであるが、法学基礎教育の在り方についてはさらに検討する
　こと。

○　ファカルティ・ディベロップメント（授業内容及び方法の改善を図るための組織的な研修
　及び研究）の実施にあたっては、ＦＤ委員会を定期的に開催し継続的に取り組むなどの改善
　を図るとともに、教授会との連携などにより組織的な取組とすること。

○　担当教員不在のために未開講となっている科目の解消に努めること。

○　一部の教員の担当授業科目数が非常に多くなっているので、教員間の教育負担のバランス
　を取ることはもとより、全体の負担軽減についても一層配慮すること。

○　法律基本科目の刑事訴訟法の科目については、実務家教員及び兼担教員のみの配置となっ
　ているので、理論的教育を担う専任教員を配置すること。

○　専任教員の年齢構成に偏りがあるため、早期に対応するよう、引き続き努めること。

○　法律基本科目の刑法の科目については、兼任教員のみの配置となっているので、理論的教
　育を担う専任教員を配置するよう、引き続き努めること。
○　自己点検・評価への取組が大幅に遅延しているので、実施体制を早急に整備し、着実に実
　施すること。
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国公
私 大　学　院　名  研究科・専攻名  開設

年度

31 私立  名城大学大学院  法務研究科
     法務専攻 16

32 私立  京都産業大学大学院  法務研究科
 　  法務専攻 16

33 私立  立命館大学大学院  法務研究科
 　  法曹養成専攻 16

34 私立  大阪学院大学大学院  法務研究科
 　  法務専攻 16

35 私立  関西学院大学大学院  司法研究科
 　  法務専攻 16

36 私立  甲南大学大学院  法学研究科
 　  法務専攻 16

37 私立  神戸学院大学大学院  実務法学研究科
     実務法学専攻 16

38 私立  姫路獨協大学大学院  法務研究科
 　  法務専攻 16

39 私立  広島修道大学大学院  法務研究科
 　  法務専攻 16

40 私立  久留米大学大学院  法務研究科
 　  法務専攻 16

41 私立  西南学院大学大学院  法務研究科
 　  法曹養成専攻 16

　（注）　このほか、当該大学を設置する学校法人の設置する大学等の入学定員の超過に関する留意事項が付されたもの １１法人。

○　授業評価アンケートの結果の取扱いが、各教員の判断に委ねられているが、結果の活用や、
　効果的にフィードバックする方法を含め、より組織的な取組となるよう、ファカルティ・
　ディベロップメント（授業内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究）の一層
　の推進に努めること。

○　専任教員の年齢構成に偏りがあるため、早期に対応するよう、引き続き努めること。
○　「１年前期を学修した者が半年休学して、翌年の前期から復学できる」という半期休学者
　の復学システムを導入しているが、その仕組みでは授業科目の履修順序にずれが生じること
　となり、体系的な履修が行われない恐れがあるので、カリキュラムの体系的な履修という観
　点から支障が生ずることがないかさらに検討すること。

　法曹養成を担う法科大学院として、教育研究活動全般を通じて格段の充実を図ること。その
際、認可時及びこれまでの設置計画履行状況調査における留意事項については、十分に履行さ
れているとは認められない点が見られることから、以下の点と併せて、適切に対応すること。
○　平成１９年度から改正予定の教育課程については、例えば、法律基本科目の「公法演習」
　として、「公法演習Ⅰ」、「公法演習Ⅱ」、「公法演習Ⅲ」、「公法演習Ⅳ」の４科目が予
　定されており、このうちの２科目を学生が選択することとしているが、法律基本科目は、学
　生全員が共通の内容を履修すべき科目であるので、その内容を明確にするとともに、法曹養
　成の目的実現のため、適切なバランスを確保し、不断の点検・見直しを行うこと。また、法
　律基本科目に偏ることなく、適切な科目選択がなされるよう、履修指導の充実に努めること。
○　授業運営については、双方向性が必ずしも十分でない面も見られるので、法科大学院にふ
　さわしい授業（双方向・多方向の授業など）の実践について、ファカルティ・ディベロップ
　メント（授業内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究）の組織的な取組の強
　化を図るとともに、なお一層の推進に努めること。
○　策定作業中の成績評価基準については、教員間の理解の下、早急に確立するとともに、学
　生にあらかじめ明示した上で、厳格に実施するよう努めること。
○　専任教員の年齢構成に偏りがあるため、早期に対応するよう、引き続き努めること。

○　成績評価基準については、学内で統一的に整理されておらず、またあらかじめ学生に明示
　されていない科目もあるので、早急に確立し、あらかじめ学生に明示すること。
○　全体的に刑事系の科目が少なく、またカリキュラム上、法律基本科目なのか、展開・先端
　科目なのかが不明確な科目があるので、科目区分を明確にすること。
○　授業評価アンケートを記入する時間が十分に与えられていないことから、学生の積極的な
　回答が得にくい状況となっている。アンケートの方法や結果の効果的なフィードバックに引
　き続き努めること。
○　法学未修者に対する細やかな履修指導や、進級できなかった学生に対する履修指導につい
　て、さらに工夫して行うこと。

○　成績評価において、高い評価に偏った科目が多数見受けられ、また、成績評価方法として
　出席のみで２０％を勘案する科目が数科目見られるので、厳格な成績評価という観点から、
　成績評価の方法・基準について再検討し、その明確化、あらかじめの学生への明示、適切な
　運用を行うこと。
○　法学未修者に対して法学基礎教育を効果的に行うための検討、教員相互の授業参観の計画
　どおりの実施、結果の効果的なフィードバックを含めた授業評価アンケートの実効的な実施
　など、ファカルティ・ディベロップメント（授業内容及び方法の改善を図るための組織的な
　研修及び研究）の一層の推進を図ること。

○　授業評価アンケートの実施にあたり、昨年度からは、質問項目や、記名方式から無記名方
　式にするなどの変更がなされているが、回収率が上がっていないので、学生が提出しやすい
　ように運用の工夫を更に行うとともに、結果を効果的にフィードバックさせる体制を整備す
　ること。
○　ファカルティ・ディベロップメント（授業内容及び方法の改善を図るための組織的な研修
　及び研究）の実施にあたっては、ＦＤ委員会、教育方法研究会及び懇談会のそれぞれの役割
　分担や関係性を明確にするとともに、実効的な実施体制の早期の整備に努めること。

○　成績評価基準においてあらかじめ定めている評価区分ごとの学生数の割合と、実際の成績
　評価の結果に不一致が生じている授業科目が存在するので、教員間でのばらつきが生じない
　よう、成績評価基準の適切な運用に努めること。
○　法律基本科目に該当する内容の「家族と法」が展開・先端科目に分類されているため、当
　該授業科目の科目区分について、さらに検討すること。

○　成績評価基準の一層の明確化を図るとともに、厳格な成績評価の実施に努めること。また、
　このことも含め、ファカルティ・ディベロップメント（授業内容及び方法の改善を図るため
　の組織的な研修及び研究）の一層の推進に努めること。

留　　意　　事　　項

○　成績評価について、同一科目でありながらクラス間に差が見られるものもあるので、成績
　評価基準の明確化に努めるとともに、ファカルティ・ディベロップメント（授業内容及び方
　法の改善を図るための組織的な研修及び研究）を充実するなど、その適切な運用への対策を
　講じること。

○　同一分野に属する科目を担当する教員間での授業方法等に関する調整が不十分であるなど、
　ファカルティ・ディベロップメント（授業内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及
　び研究）の在り方について教員間に意識の差が見られるので、改善方策を検討し、充実に努
　めること。
○　教育課程や修了要件、入学者選抜の方法など、設置認可時の計画からの変更が多く見られ
　るので、やむを得ない事情により計画を変更する場合には、その理由を明示し、かつ、学生
　に十分な情報提供を行い、不利益が生じないようにすること。

○　特別演習の一部（「会社法」や「民法」など）について、その内容から実質的に法律基本
　科目にあたる科目と判断されるものがあるので、科目の区分について再検討すること。
○　展開・先端科目のうち多数の科目が、期末の筆記試験に代えて、レポートで成績評価を行
　うものとされているが、厳格な成績評価という観点から、このような方法が適切かどうかさ
　らに検討すること。
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